
議案第２５号

令 和 ３ 年 度

五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和３年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　令和３年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道築造

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益

排水（処理）戸数 ８，４４０ 戸 １８０ ４７０ １９０
年 間 排 水 量 ２，３９２，８１０ ㎥ ３４，６２２ １３８，９４９ ４４，５４２
一 日 平 均 排 水 量 ６，５５６ ㎥ ９５ ３８１ １２２
主要な建設改良事業

６７３，８２９ 千円
営 業 収 益 ３７８，５８５ 千円
営 業 外 収 益 ２９５，２４３ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４５，３０９ 千円
営 業 収 益 ６，１０６ 千円
営 業 外 収 益 ３９，２０２ 千円
特 別 利 益 １ 千円

７１，８２８ 千円
営 業 収 益 １６，４２０ 千円
営 業 外 収 益 ５５，４０７ 千円
特 別 利 益 １ 千円

２８，２４３ 千円
営 業 収 益 ８，０３１ 千円
営 業 外 収 益 ２０，２１１ 千円
特 別 利 益 １ 千円

５２，５６８ 千円
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第１項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９３，４０３千円は、当年
度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，２９４千円、過年度分損益勘定留保資金８７，１０９千円で補てんするものとする。）

　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

営 業 外 収 益 ５２，５６８ 千円
収 入 合 計 ８７１，７７７ 千円

８２９，１５９ 千円
営 業 費 用 ７６０，０４３ 千円
営 業 外 費 用 ６９，０６５ 千円
特 別 損 失 ５１ 千円

５８，７６６ 千円
営 業 費 用 ５５，８１８ 千円
営 業 外 費 用 ２，９２７ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

９９，０１０ 千円
営 業 費 用 ９４，００３ 千円
営 業 外 費 用 ４，９８６ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

３９，３１８ 千円
営 業 費 用 ３６，７０１ 千円
営 業 外 費 用 ２，５９６ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

５２，５６８ 千円
営 業 費 用 ５２，５６８ 千円

支 出 合 計 １，０７８，８２１ 千円

５２３，３４５ 千円
企 業 債 １７７，４００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３０８，８１３ 千円
国 庫 補 助 金 ３６，１００ 千円
負 担 金 等 １，０３２ 千円
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第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的収入
第１項 千円
第２項 千円

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的支出
第１項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

１９，５９０ 千円
企 業 債 ４，５００
他 会 計 出 資 金 １５，０９０

５１，２３７ 千円
企 業 債 １１，５００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３９，７３７ 千円

５８，５８８ 千円
企 業 債 ２５，１００ 千円
他 会 計 出 資 金 １５，８８８ 千円
国 庫 補 助 金 １６，０００ 千円
県 補 助 金 １，６００ 千円

収 入 合 計 ６５２，７６０ 千円

６１６，７４８ 千円
建 設 改 良 費 １４３，１４７ 千円
企 業 債 償 還 金 ４７３，６０１ 千円

１９，５９０ 千円
企 業 債 償 還 金 １９，５９０ 千円

５１，２３７ 千円
建 設 改 良 費 １１，５００ 千円
企 業 債 償 還 金 ３９，７３７ 千円

５８，５８８ 千円
建 設 改 良 費 ４０，０００ 千円
企 業 債 償 還 金 １８，５８８ 千円

支 出 合 計 ７４６，１６３ 千円
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（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

職 員 給 与 費 ８０，０４７ 千円

公共下水道事業 ７１，１００千円

公共下水道事業
資本費平準化債

７６，８００千円

下水道事業債
（特別措置分）

２９，５００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

４，５００千円

農業集落排水事業 １１，５００千円

漁業集落排水事業 ２２，３００千円

漁業集落排水事業
資本費平準化債

２，８００千円

普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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（他会計からの補助金）
第９条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は３１，４４１千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，７３４千円と定める。

令和３年２月２６日提出

１０，４４１
１９，１００
１，９００

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

６

７

令 和 ３ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

令和３年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ３ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ３ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和３年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 収 益 ８７１,７７７ 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1
公共下水道事業
収 益

６７３,８２９ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ３７８,５８５ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ３７８,２６７ 公共下水道使用料

2 その他営業収益 ３１８ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２９５,２４３ 主たる営業活動以外の収益

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

１ 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 ６７,７２９
雨水処理、基礎年金拠出金等及び利子償還に対す
る一般会計繰入金

3 補 助 金 ２６,０５０
管路施設調査業務及びストックマネジメント計画
策定に係る業務に対する国庫支出金

4 長期前受金戻入 ２０１,３２０ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １４３ 行政財産使用料ほか雑収入

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

４５,３０９
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

1 営 業 収 益 ６,１０６ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ６,０９７ 特定環境保全公共下水道使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３９,２０２ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 １０,４４１
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,９２７ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２５,８３３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

７１,８２８ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 １６,４２０ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 １６,４０８ 農業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 １２ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ５５,４０７ 主たる営業活動以外の収益
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 他 会 計 補 助 金 １９,１００
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ４,９８６ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 補 助 金 ８,８００
梅田地区汚水処理場詳細診断業務に対する国庫支
出金

4 長期前受金戻入 ２２,５２０ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

２８,２４３ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ８,０３１ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ８,０２２ 漁業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２０,２１１ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 １,９００
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,５９６ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 １５,７１４ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

５２,５６８ 浄化槽設置整備事業の収益

1 営 業 外 収 益 ５２,５６８ 浄化槽設置整備事業の収益

1 他 会 計 負 担 金 ５２,５６８ 一般会計繰入金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用 １,０７８,８２１ 下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1
公共下水道事業
費 用

８２９,１５９ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７６０,０４３ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ３８,７８８ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２３２,８７３ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ３８,３２９ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４５０,０５３ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ６９,０６５ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

６４,０６５ 企業債利息に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

５,０００
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

５８,７６６
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

1 営 業 費 用 ５５,８１８ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ６００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １５,６０４ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ３２４ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ３９,２９０ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,９２７ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,９２７ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

９９,０１０ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 営 業 費 用 ９４,００３ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 １,３６６ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ４２,４１４ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ５２１ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４９,７０２ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ４,９８６ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

４,９８６ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

３９,３１８ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ３６,７０１ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ６００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ９,００３ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ３０９ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ２６,７８９ 固定資産の減価償却費用
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(資本的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 営 業 外 費 用 ２,５９６ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,５９６ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

５２,５６８
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用 ５２,５６８ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費 ５２,５６８ 浄化槽設置整備事業に要する費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ６５２,７６０ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

５２３,３４５
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 １７７,４００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １７７,４００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３０８,８１３ 建設改良及び企業債償還に対する収入
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 他 会 計 出 資 金 ３０８,８１３
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ３６,１００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ３６,１００ 公共下水道事業に対する国庫支出金

4 負 担 金 等 １,０３２ 建設改良に対する負担金

1 受 益 者 負 担 金 １,０３２ 公共下水道事業受益者負担金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

１９,５９０
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ４,５００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ４,５００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １５,０９０ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １５,０９０ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

５１,２３７
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １１,５００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １１,５００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３９,７３７ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３９,７３７ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

５８,５８８
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

-15-



支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 企 業 債 ２５,１００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ２５,１００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １５,８８８ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １５,８８８ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3 国 庫 補 助 金 １６,０００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 １６,０００ 漁業集落排水事業に対する国庫支出金

4 県 補 助 金 １,６００ 建設改良に対する県支出金

1 県 補 助 金 １,６００ 漁業集落排水事業に対する県支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ７４６,１６３ 建設改良及び企業債償還に要する費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

６１６,７４８
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 １４３,１４７ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １４３,１４７ 管きょの建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ４７３,６０１ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４７３,６０１
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

１９,５９０
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1 企 業 債 償 還 金 １９,５９０ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 １９,５９０
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

５１,２３７
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 １１,５００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ２,９００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ８,６００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ３９,７３７ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ３９,７３７
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

５８,５８８
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 ４０,０００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ３５,０００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ５,０００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 １８,５８８ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 １８,５８８
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和３年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 216,422
565,834
△ 265

△ 265,387
△ 1

74,574
21,145
△ 218
△ 52

179,208
1

△ 74,574
104,635

△ 180,296
49,856

△ 130,440

218,500
△ 551,516

379,528
46,512

20,707
156,907
177,614
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１　総括
３　令和２年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5 10 86 41,183 20,060 61,329 18,718 80,047

5 9 86 36,652 18,889 55,627 19,774 75,401

0 1 0 4,531 1,171 5,702 △ 1,056 4,646

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

894 8,833 6,433 570 348 324 480 360 18 1,800

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

△ 102 641 526 52 24 30 0 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員
職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10 41,183 20,060 61,243 18,718 79,961

9 36,652 18,889 55,541 19,774 75,315

1 4,531 1,171 5,702 △ 1,056 4,646

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

894 8,833 6,433 570 348 324 480 360 18 1,800

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

△ 102 641 526 52 24 30 0 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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期末手当　　　△１６９

扶養手当　　　△１０２ 通勤手当　　　　　　２４
期末手当　　　　８１０ 住居手当　　　　　　３０
勤勉手当　　　　５２６
寒冷地手当　　　　５２

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴う
増 減 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３４２，８６０

平 均 給 与 月 額(円） ３６０，４００

平 均 年 齢(歳） ５２歳　　７月

平 均 給 料 月 額(円） ３３６，５３４

平 均 給 与 月 額(円） ３５４，８００

平 均 年 齢(歳） ４８歳　　１月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １５０，６００ １５０，６００

大 学 卒 １８２，２００ １８２，２００

給 料 ４，５３１ １８６
本年度昇給に伴
う増分

平均昇給率　１．１５％

その他の増減分 ４，３４５
職員の異動等に
伴う増分

手 当 １，１７１

△１６９
支給率の改正に
よる減分

その他の増減分 １，３４０
職員の異動等に
伴う増分

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級

５　級 １ １０．０

４　級 ７ ７０．０

３　級

２　級 ２ ２０．０

１　級

計 １０ １００．０

７　級

６　級

５　級 １ １１．１

４　級 ５ ５５．６

３　級 １ １１．１

２　級 ２ ２２．２

１　級

計 ９ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) １０

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ４

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ４

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ４０．０

職 員 数（Ａ）(人) ９

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ５

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ５

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ５５．６

本　　
１
１　
年　　
１
１
度

号給数別内訳

前　
１
１
年　
１　
１　
度

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１２５ ２．１２５ ４．２５

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５ ２．１５ ４．３０

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１２５ ２．１２５ ４．２５

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 備 考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

-24-



（単位：千円）

４　債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和３年度から
事業継続期間中

排水設備工事資金利子補給金
貸付融資額のう
ち保有額に対す
る年９％以内

平成２０年度から
１６９

令和３年度から
事業継続期間中

令和２年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理業務委託

１,２８１,２６９

平成２９年度から
８６８,５５８

令和３年度から
４１２,７１１ ４１２,７１１

令和２年度まで 令和３年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理業務委託
（ 追 加 分 ）

８,０４３

令和２年度から
４,０２１

令和３年度から
４,０２２ ４,０２２

令和２年度まで 令和３年度まで
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（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

５　令和３年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 858,103 615,300
構 築 物 20,818,406
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,732,540 13,085,866
機 械 及 び 装 置 3,215,760
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,907,873 1,307,887
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,654 1,332
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,962 869

有 形 固 定 資 産 合 計 15,206,357
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 15,208,953

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 177,614
未 収 金 44,617
貸 倒 引 当 金 △ 599 44,018

貯 蔵 品 109
流 動 資 産 合 計 221,741
資 産 合 計 15,430,694
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,522,698
固 定 負 債 合 計 5,522,698

４ 流 動 負 債
企 業 債 553,629
未 払 金 42,840
引 当 金 5,907
流 動 負 債 合 計 602,376

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,327,312
収 益 化 累 計 額 △ 7,428,008
繰 延 収 益 合 計 5,899,304
負 債 合 計 12,024,378

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 5,120,774
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,772,574
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,772,574
剰 余 金 合 計 △ 1,714,458
資 本 合 計 3,406,316
負 債 資 本 合 計 15,430,694
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（１）
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（３）
（４）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）

６　令和２年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）
営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 383,380
そ の 他 営 業 収 益 1,095 384,475

営 業 費 用
管 き ょ 費 39,395
処 理 場 費 272,455
総 係 費 97,452
減 価 償 却 費 572,889 982,191
営 業 損 失 597,716

営業外収益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
他 会 計 補 助 金 19,073
他 会 計 負 担 金 148,105
補 助 金 38,450
長 期 前 受 金 戻 入 268,369
雑 収 益 144 474,142

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費 86,222
雑 支 出 5,810 92,032 382,110
経 常 損 失 215,606

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 4 4

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 4
過誤納還付金及び還付加算金 110 114 110
当 年 度 純 損 失 215,716
前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,340,436
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,556,152
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７　令和２年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 830,274 643,129
構 築 物 20,684,952
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,281,514 13,403,438
機 械 及 び 装 置 3,168,943
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,822,128 1,346,815
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 12,478 2,508
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,904 927

有 形 固 定 資 産 合 計 15,591,920
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 15,594,516

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 156,907
未 収 金 65,859
貸 倒 引 当 金 △ 864 64,995

貯 蔵 品 109
流 動 資 産 合 計 222,011
資 産 合 計 15,816,527
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（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,857,827
固 定 負 債 合 計 5,857,827

４ 流 動 負 債
企 業 債 551,516
未 払 金 43,058
引 当 金 5,984
流 動 負 債 合 計 600,558

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,277,553
収 益 化 累 計 額 △ 7,162,621
繰 延 収 益 合 計 6,114,932
負 債 合 計 12,573,317

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,741,246
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,556,152
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,556,152
剰 余 金 合 計 △ 1,498,036
資 本 合 計 3,243,210
負 債 資 本 合 計 15,816,527
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８年～５０年
　　　　　　構築物 １０年～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０年～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和３年４月１日　至　令和４年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　２５０，６６８円
　　　１年超　　　３７６，００２円
　　　　計　　　　６２６，６７０円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，９８４千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金８６４千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

344,197 5,552 14,928 7,302 0 371,979
734,639 54,318 89,993 35,803 52,560 967,313

△ 390,442 △ 48,766 △ 75,065 △ 28,501 △ 52,560 △ 595,334
△ 161,574 △ 13,437 △ 28,208 △ 13,093 0 △ 216,312
12,404,962 975,256 1,261,439 787,599 1,438 15,430,694
9,669,549 754,337 945,556 653,498 1,438 12,024,378

67,729 13,368 24,086 4,496 52,568 162,247
450,053 39,290 49,702 26,789 0 565,834

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

133,454 0 10,454 36,363 0 180,271

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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